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日次終値 
200日移動平均 

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 20,177 2.5% 3.8% 5.6%
東証株価指数（TOPIX） 1,612 2.7 4.0 6.2
東証REIT指数 1,759 0.2 0.4 -5.2
米ダウ平均株価 21,206 0.6 1.2 7.3
米S&P500指数 2,439 1.0 2.1 8.9
米MSCI REIT指数 1,153 1.0 1.4 0.6
MSCI ワールド（先進国） 1,935 1.2 2.8 10.5
MSCI AC欧州 460 1.1 4.1 15.2
MSCI エマージング 1,015 -0.2 3.0 17.7
MSCI ACアジア（日本を除く） 624 0.6 4.2 21.4
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 110.40 -0.8% -2.1% -5.6%
ユーロ 124.58 0.1 1.5 1.3
豪ドル 82.18 -0.9 -1.8 -2.4
ニュージーランド・ドル 78.88 0.3 1.7 -2.6
ブラジル・レアル 34.00 -0.4 -4.5 -5.4
メキシコ・ペソ 5.91 -1.7 -1.1 4.8
トルコ・リラ 31.35 0.6 -1.6 -6.3
南アフリカ・ランド 8.62 -0.5 2.8 1.1
中国人民元 16.21 -0.1 -0.5 -3.6
インドネシア・ルピア (x100) 0.83 -1.0 -2.1 -4.5
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.16 -0.09 -0.16 -0.29
ドイツ10年 0.27 -0.06 -0.05 0.07
日本10年 0.06 0.01 0.03 0.01
ブラジル2年 9.71 0.19 0.27 -1.32
メキシコ2年 7.19 0.01 0.31 0.40
トルコ2年 10.79 -0.31 -0.51 0.16
インドネシア2年 6.53 -0.01 -0.01 -0.93
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,276 0.7% 2.3% 10.9%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 47 -4.3% -0.3% -11.3%
VIXボラティリティ指数 9.0 -0.6% -8.7% -30.6%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年7月1日~2017年6月2日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年7月1日~2017年6月2日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年7月1日~2017年6月2日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 6月1日     ブラジル：金融政策会合、市場予想どおり1.00%の利下げ。 
• 6月1日     中国：5月Caixin製造業PMI、49.6。11ヵ月ぶりの50割れ。 
• 6月1日   米国：5月ISM製造業景気指数、54.9。4月54.8。 
• 6月2日   米国：5月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
                                  実績+13.8万人、4月+17.4万人。 
               失業率4.3%、4月4.4%。賃金（前年比）+2.5%。 

Q. 先週の日米株式市場の動きは？ 
米国のダウ平均株価、S&P500指数、ナスダック総合指数は2日金曜日に 
そろって過去最高値を更新。日経平均株価は、2日に20,000円を回復、年
初来高値を更新した。イタリアの総選挙前倒し観測や、英国の総選挙、『ロ
シアゲート』など不確実性には事欠かず、しかも、利上げを見据える米国の
経済指標は物価や賃金などを中心に力強さに欠けるが、その分、年後半の
利上げ観測が後退し、「低金利環境」が（日米REITや債券資産を含む）幅広
い資産の価格上昇につながっているようである。 

Q. 今週の主なイベントは？ 
• 6月6日  豪州：中銀金融政策会合、市場予想は、政策金利の据え置き。 
• 6月7日  インド：中銀金融政策会合、市場予想は、政策金利の据え置き。 
• 6月8日  英国：総選挙 
• 6月8日  米国：コミー前FBI（連邦捜査局）長官の米議会証言 
• 6月8日   ユーロ圏：ECB政策理事会、市場予想は政策金利の据え置き。 

Q. 弱めの雇用統計を受け、FRBは6月に利上げ？その後は？ 
• 米連邦準備制度理事会（FRB）は、次回の金融政策会合（6月13-14日）に

おいて、0.25%の利上げを決定すると見込む。 
• 足元の経済指標は、完全雇用にも関わらず、物価や賃金などの伸びが鈍

い。しかしながら、FRBの幹部や地区連銀総裁による最近の発言では、い
ずれも6月の利上げや、年内複数回の利上げに前向きな姿勢が示されて
いる。FRBとしては、完全雇用の状況には変わりがなく、このまま景気の
拡大が続けば、やがては物価や賃金に上昇圧力が生じるはずとの認識が
根強いと見られる。後になってから急速な引き締めを迫られ、景気を腰折
れさせてしまうよりは、今のうちから少しずつ引き締めを進めておくほうが、
経済活動や景気を安定推移させられるとの見方だろう。 

• 今後の利上げについて、先に整理をすると、FRBの現在の見方は、6月利
上げの後、9月（場合によっては12月）に「もう一度利上げ」するというもの
である。一方で、金融市場による織り込みは、「年内あと1回（→例えば、6
月利上げなら、6月が年内最後）」というものである。 

• 米国経済は引き続き、低成長ながらも、拡大すると見込まれる。FRBとし
ては先に挙げた認識から緩やかなペースでの利上げを続けていくだろう。
ただ、利上げを続けても政策金利の上限は最大3%程度と見られ、過去
（5-6%）に比べれば高くはならないことから、将来の景気後退時において、
景気刺激の余地や選択肢を確保するため、バランスシートの縮小（→量
的緩和で買い入れた債券を今のうちに削減する）も年内に着手するだろう。 

Japan | June 5, 2017 
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